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オーストラリア科学・技術研究機構（CSIRO）を訪問して

今川 俊明地球環境部長

独立行政法人としてスタートして 年が経過3
し、次期中期計画策定に向けた準備が始まってい

ます。そこで、海外の独法研究機関を訪問して、

組織体制、研究目標、研究実施体制などの情報を

収集することを目的に、 月 日～ 日の間オ3 6 13
ーストラリアとニュージーランドを小川植生研究

グループ長、田中庶務課長補佐と三人で訪問しま

した。

ここでは、オーストラリアの （本部はCSIRO
キャンベラ）について報告します。

は 年に特別立法で設立されましCSIRO 1924
た。職員数は約 人、国内に カ所の研究6,500 65
施設、 つの海外研究室と つの国際事務所（日3 7
本では伊藤忠商事内）をもっています。 年1980
代からは国防、原子力、臨床医療を除く科学技術

全般を担当しており、大気研究（気候変化、温室

21効果ガス 昆虫 土地と水 持続的生態系など）、 、 、

800の研究部から構成されています。全予算は約

億円で、 分の は国から、 分の は競争的資3 2 3 1
金、会社受託、特許収入などから得ています。ほ

とんどの研究は研究者の発意で進められています

が、研究費の全てが競争的資金で、関係研究者間

で提案がブラシュアップされ、最終的に提出する

前に、研究内容と要求予算について本部の研究部

長及び総務部長の許可を必要とします。また、受

託研究は成果進行型で行われており、 割程度が1
前払いで、途中の査定で 割まで、完成時に残り6
が支払われる仕組みになっています。さらに、研

究所が全国に分散しているため、ビデオカンファ

レンスが盛んに行われています。

職員の処遇は国家公務員と同じですが、研究者

は年度当初に上司に計画を提出し、契約を結びま

す。年度途中に双方の話し合いで人的、経済的資

3源の拡充も可能とのことです そして 年度終了。 、

ヶ月前位に業績を報告し、評価が行われ、結果は

昇給に反映されます。

は広報には特に力を入れています。科CSIRO

学、マスコミの両方の教育を受けたコミュニケー

タを本部に約 人、各研究所にも ～ 人配置20 1 2
し、彼らが原稿を作成、年に約 件の記者発表250
を行っており、原稿の 割はそのままで報道され8
ているそうです。

キャンベラ市内の研究所の研究環境の充実ぶり

はもちろん、建物への出入りの電子管理や館内の

禁煙は徹底されていました。それに加えて、植物

工学部の資料館 ディスカバリー の展示内容は“ ”
充実していました。

ところで、今回は本部地区だけではなく、地方

の研究所として持続的生態系研究グループの乾燥

地研究プログラムセンターも訪問しました。ここ

は オーストラリア中央部のアリススプリング 表、 （

紙に関連写真）にある職員が 人程度の小規模10
な研究所です。この地域は、かつては放牧が盛ん

で、放牧地管理の研究が中心でしたが、最近は導

入生物対策や生物多様性の確保などの環境保全や

施設を開放しての環境教育に力を入れています。

これは、過放牧による土壌侵食や砂漠化を抑止す

るための費用がかさむため、牧畜の中心が北部の

。 、半湿潤地域に移ったことに起因しています また

研究環境は本部地区と比較するとかなり劣ります

が、研究者は他のグループ員と積極的に連絡を取

っている様子がうかがえました。さらに、本部の

サポートもありますが、ホームページは、最新の

研究内容から訪問者への交通、生活情報まで大変

充実しています。

ニュージーランドの研究所は、組織を「カンパ

ニー 、活動を「ビジネス」という言葉で語って」

おり、びっくりした面もありました。現在の私た

、 、ちには 国民生活に役立つ研究が求められており

独立行政法人としての経験を重ね、独自のよりよ

い研究環境を作り、研究所の必要性や成果を世の

中に十分アピールしていかなければいけません

が、今回の出張を通して、それらのための多くの

情報を得ることができました。

海 外 出 張 報 告


